
5 国 際 援 助 に つ い て

Ⅰ 国 際 援 助 の 目 的 と 形 態

低開発国における水資源利用計画は,資本と技術の二面からの国際援助にまつところがきわ

めて大きい｡

国際援助についてはいろいろな形態がある｡

a 援助が bilateral(二国間)か multilateral(多国間)かによって, 援助のあり方が異

なる｡現在世界的にみて低開発国援助の90%以上は bilateralであり,multilateralなも

のはきわめて少ない｡

b 援助は資本援助と技術援助とにわかれ る｡資本援助をともなわない技術援助もありうる

が (たとえばわが国のマレーシアにおける新品種 Malinjaの育成),概 していうと,技術

援助は資本援助がな くては効果があがらない｡

C 資本援助には贈与と借款がある｡わが国が戦後東南アジア諸国に支払った賠償は,カテ

ゴリーとしては贈与に属するであろう.借款は長期,低利,無抵当を原則とするOタイの

場合世界銀行からの借款が大きな役割をはた している｡

ところが,これらの国際援助については,いろいろと問題がある｡たとえば援助国の援助目

的が明確でないこともその一つである｡もともと援助国の目的が利他的なものであるか,国家

利益のためであるかはっきりしない｡ いいかえると援助の理念それ 自体が明らかでない｡ 国

家利益のためといっても, 援助国の貿易市場拡大を目的とするものもあれば, HInsurerance

againstCommunism"のためのものもあろう｡ さらにまた援助が最も効果的に用いられうる

国を選択するのがよいかどうか,またいかに選択するかというむずか しい問題がある1)0

水資源利用に対する援助についても,これと同 じことが指摘されよう.少なくとも援助国に

とって,その目的が利他的 ･利己的のいずれであれ,援助効果の高いものが選択されることが

必要である｡援助効果を考察す るにあたって注意すべきは,援助効果は政治的安定をまっては

じめて期待できるということである｡東南アジアとしてタイに援助の大きいことの理由のひと

つは,この政治的安定によるのである｡

しか し援助国の立場 として注意すべきは,それが借款による場合,借款による水資源利用計

画が国家財政としてペイしうるかどうかの問題である｡もしこれに誤差があるとき,国家財政

はもとより,外貨収支はこの借款の支払いの重圧に悩まされるであろう｡借款はその意味で充

分にその条件 と効果とが検討されなければならない｡それにもかかわらず,東南アジア諸国に

1) TheEconomicsoftheDevelopingCountries,London,1964.H.Myintpp181-183.
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おいてはこれ らの経済効果 と借款条件との比較検討が軽視 されているようである｡

また贈与の場合,被贈与[舶ま贈与であるだけに経済効果について安易な態度であることを免

がれえない｡ しか も贈与や借款は被援助国のモラルをそこない,graftandcorruptionの一因

と な る こ と も兄 の が せ な い O この 点 日本 の 明 治 維 新 以 来 の 経 済 発 展 に は外 国 か らの 援 助 が な か

ったことは,東南アジアにおける援助競争に際 して注意されてよかろう｡

以上は国際援助一般についてである｡とくに日本の東南アジアの水資源利用にたいする援助

については具体的にいろいろな問題がある｡そのうちつぎの一点は特に強調 したい｡ ｢j本の国

民所得か らみて, 日本の対外援助に米国の対外援助のような量的な大 きさを期待することはで

きない｡すなわち資本援助に重点はおけない｡技術援助を主 とすべきである｡ しか もわが国で

はかんがい排水関係の技術者が需給関係において幸か不幸か供給過剰にある｡ これ らの技術者

を東南アジアに組織的に供給すべきである｡ただそのためには東南アジアの条件に適応す るよ

うに十分 トレーニ ングをすべきである｡ トレーニ ングの項 目にはもちろん現地語 も含まれよう｡

いずれに しても,オランダが農業技術者の低開発国-の供給をひとつの国の政策2) としている

ように,す ぐれた技術者の供給 こそ,東南アジア水資源利用開発のための,わが国がな しうる

最 も効果的な援助ではなかろうか｡ (本間 武)

u ∬okong河総合開発計画をめぐる国際協力

ある地域の総合開発計画に対す る矧察援助,協力の具体的事例の一つとして,Mekong河総

合開発計画を収 り上げ,その成 り立 ち,基本的構想,今 日にいたる進展を簡単にまとめ,また

国際協力下におけるわが国の活動状況をも整理 し,今後の技術協力のあ り方の資料に供 したい｡

1. 開発のあゆみ と国際協力

1947年国連の経済社会理事会のもとに,アジア ･極東地域の経済開発な らびに地域各EfiT問の

経済関係の強化をほかるべ くECAFE(EconomicCommitteeforAsiaandFarEast)が設

置された｡

1949年 ECAFEの下部機構に洪水防御局 (BureauofFloodControl)を設置, この洪水防

御局は1954年 ECAFE主催の第 2回水資源開発会議で 洪水防御水資源開発局と改称, さらに

その後水資源開発局 (BureauofWaterResourcesDevelopment)と称せ られるようになっ

た｡

1951年 ECAFE第 7回総会でアジア地域開発に関する経済, 技術協力の一環として, 洪水

防衛局に国際河川の 技術的問題研究の遂行が要請 され, ここにE副費河川 Mekong河総合開発

計画が提唱され,立案された｡

1955年 ECAFEおよび米国国際協力局 (ICA)を中心として,Mekong河下流域開発計画が

2) たとえば Wageningenにおける国立農科大学のカリキュラムを見よ｡
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具体化され, 同年米国開拓局 (Bureau ofReclamation)による踏査が行なわれた｡ その成

果3) は今なお高 く評価 されている｡ 1956年には ECAFE 自身沿岸 4ヶ国の協力を得て現地踏

査4)を行なった｡

1957年 3月 ECAFE第13回総会においては, 過去にみ られたような各国間の議論の対立 と

はならず, 域内国と域外国との区別な く事務当局の立案 した Mekong調査計画を歓迎 し, 坐

員がその大規模な開発を希望 した｡沿岸 4ヶ国 (ラオス,ベ トナム,タイ,カンボジア) も発

電水力,舟航,かんがい,排水,洪水調節などについて更に詳細に調査が行なわれることを共

同で希望 したO更にこの総会は Mekong河開発の歴史の上で重要な記録を残 したO それは 日

衣, フランス, アメ リカの各代表か ら Mekong河開発計画に援助を提供 しようとす る声明が

あったことである｡ この後 5月に沿岸 4ケ国代表の会議で国連援助のもとに4沿岸国代表から

なる調整委員会の設立が勧告され,その具体案が ECAFE 事務局で作成 され ることとなった｡

か くして 1957年 10月に Mekong河下流域調査調整委員会 (いわゆるメコン委員会)が設立 さ

れ る運びとなった｡

この年国連技術援助局 (UN/TAA)は, 委員会の要請に応 じて Mekong河下流域全域にわ

たり現地調査を行なった｡その報告書 5) で勧告 した所要経費 920万 ドルに及ぶ調査 5ケ年計画

は委員会で採択 され, これにより Mekong河開発計画の根本方針とその 具体的方法が 確立 さ

れたといってよい｡

多数国の国際的協力によってこの 5カ年計画は現在 までにその大部分を終了 したが,その中

には主要支流踏査,水文観測網の設立 と運営,河川部及び開発可能地域の測量 と図化,更に各

ダムサイ トの地質調査が含まれていた｡委員会は更にその後第20回会議で ≠暫定的か第 2次 5

ケ年計画 (1964-1968)を採択 し,目下調査,建設を続行中である｡

このように して Mekong河開発のきわだった特徴のひとつは, メコン委員会を推進母体 と

して国際的な協力のもとに調査が進め られているとい うことである｡Mekong河沿岸 4ヶ国は

民族的にも,政治的にもそれぞれ異な り,中には現在外交関係を断っている国もある｡ しか し

ながらこれ らの国々は, この大河 Mekong によって経済的 ･社会的な進歩をとげたいとい う

熱望に燃えてお り, この共通意識によって強 く結ばれている｡ このために政治的 ･外交的な衝

突が時に存在す るにもかかわ らず,メコン委員会の活動に関する限 り互いに協力 し合 ってきて

いるのである｡また ECAFE を始め国連各機関, 先進諸国, 更には後進国といわれている国

々まで も,それぞれの能力を出 し合 って当初か ら協力 し,援助を行なってきている｡関係者は

3) Mekong河下流域踏査報告書 (ReconnaissanceReportLowermekongBasin)1956年3月発行｡

4) 報告書は Mekong河 流域の水資源開発 (DevelopmentofWaterResourcesintheLowerMe-

kongBasin)として1957年10月発行｡

5) いわゆるホイラー報告書 (Programmeofstudiesandinvestigationsforcomprehensivedeve･

lopmentLowerMekongBasin1958年 2月｡
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これをメコンスピリッツと呼んでいる｡ このような活動が国連の旗印のもとに進められている

という事実は実に注目すべきものである｡現在援助諸国,諸機関は21ヶ国,11巨鞘蓮機関その他

3財団,民間会社であ り,1965年11月現在の援助総客削ま拠出金と借款を合せて,67,765,793ドル

相当額 6'でその内容は,

a 投資前調査の立案のため, 27,143,814ドル

b 建設-の投資のため, 40,621,979ドル

である｡

2. メコン委員会の構成

次にメコン委員会の組織図および構成プログラムを一覧表に して掲げるO(表一一-1)

3. 本流および支流開発計画の進捗状況

本流および支流開発計画の進捗状況を表- 2に一括 して示す ｡

4. 日本の援助状況

わが国の協力も既にメコン委員会の発足前に1955年の ECAFE 調査団-の代表参加か ら始

められ,今 日に及んでいる｡特に1956年から1960年にわたる,主要34の支流および関連本流地

点を踏査 した 日本調査団によって作成 された ComprehensiveReconnaissanceReportonthe

MajorTributariesoftheLower Mekong Basinは Mekong河開発の全貌を明らかに した

もので,Mekong開発の具体的手順はこれにもとずいて進められ ることとなったのである｡

以来 H本技術陣は国連 SpecialFundによるベ トナムの UpperSeSanProjectと,日本政府

の資金によるカンボジアの PrekThonotProject,タイの NamKamProject,ベ トナムの Upper

SrepokProjecta)pre-investmentstudyを行な うほか, 1961年以来Mekong河本流 Sambor

Projectの pre-investmentstudyを担当実施 している｡ 本流については水文調査に重点をお

きその開発については予備調査の段階にあるが,支流 々域にたい しては,その主要なるものに

ついて,既に pre-investmentstudyを終 り, feasibilityreportが完成 され, 建設の段階に

進 もうとしているものがある｡

以上のように1958年以来主 として土木技術を[中心､に技術協力を実施 し,調査部門に闇 しては,

アメ リカ,カナダ,フランスについで第 4位を占めている｡

なおわが国の Mekong河開発計画調査事業をまとめると表-3のようになる｡

(本章は菅原遺太郎, 武田健策両氏の論文およびエカフェ通信 No.413(1964)の木村博氏の論文より抜

枠編集したものである)

AI 東南アジア諸国に対する日本の農林水産関係技術協力の概況

1953年にわが国が政府ベ-スの海外技術協力を開始 して以来12年を経過 した｡ この技術協力

6) 詳細はエカフェ通信 No.413,1964.7.メコン河開発計画の概要参照｡
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秦-1 メコン河下流域水資源開発一組織図
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本流および支流開発計画の進捗状況 (昭和40年 1月現在)
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ド イ ツ

中 華 民 国

タ イ

W F P

12,650,000

40,000

13,057,369

270,350

･貢]崇 引 5'02:3…喜≡軌 250ト

rw F Pl 106,250

発電 :690kw

1968年完成予定

発電:16,
600kw
漕翫:22,
000ha
1965年12月完成予定

発電 :7,000kw

漕翫 :8,000ha

1965年10月完成予定

発電 :10,000kw

漕鶴 :20,000ha

発電 :5,000kw

漕泡 :10,000ha

発電 : 640,000kw

(最終)
漕翫 : 21,700ha

Drayling発電計画
(275万 ドル)

Darlac確翫計画
(35万 ドル)

KrongBuk漆潜計画
(390万 ドル)

激動7･}787k塘薄詔隷世j遜市幕fi:5Rpq鮎か
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義-3 わが国のメコン河開発調査事業年度別実績表

備考 ;年度 ( )は繰越予算によることを示す｡

実年
施度

期間(日間)対象地域

34.3.12
60日間

第 2次主要支流 ∃34.12.15
7

35.3.30
105日間

4カ国

Mekong河
下流域

4カ国

派 遣 機 関 備

18 芦海外電力調査会

場 際建設技術協

_t/.
ノウ

主要支流34河川の踏査早期開発

8支流を委員会に勧告,内4支

流について特別基金の資金贈与

により調査を実施

Mekong河総合 】開発可能皮 の 高い 16支流踏査

開発調査会 (含む 8支流) 7支流を早期有

望開発計画 として勧告,内3計

:回は調査を し,建設に着手 (Se

昔 ohn.en:t賢 1"-器+ (uSnr誌.Pkrel

(37)Nam Kam 調
査団 (1次)

〝 (2次)

;調査団

3 5 . 9.10

7

35.10.21

40日 間

.2

,

6

6

3

3

7

7

3

3

～
10
.抽

12
.-
3
.純

9
.-
10
.純

21
問

20

24
問

5

Mekong河 】12
下流域

同同

7

1

240日間 ;

(36)憎repok測水調

(37) ≒ 〝

rHHJ

6

7

3

3

継続 i

Sambor予備調
査団 (本隊)

〟
(現 地作業隊)

36.10.18
才

36.ll.1
17日間

支流Srepok弓15
上流域

Mekong河調査

会

タイ政府は,Nan Pung計画

の詳細設計及び監督を竃発に委

上 iLf=o

yekong河調査 !芸妄言三言ユ三.bミ慧讐 雷･7霊コ三

当,工事に着手 した｡

Mekong河調査 !水文調査
∠二＼

コ三
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(日間)
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r

音卜]l I

(第 1年次) J Sambor
38.3.28

75日間

(38) ′/

(第 1年次補足)

(Darlac) 農 業

.開発謂査団

38 博;erp.onl;Buk)
開 発調査F.i

31 海外技術協力事
業団

38.8.24 同 上 2 同 上
～

38.9.ll
19口問

3 7 .12.27 支流 Srepok
f ･上流Darlac

93口間

38.ll.14 支流Srepok
J 上流

91円問

(第 2年次) J Sambor

39 .1.10

76日 間

1

(UpperKrong ? 最上流
･BU吐)開発調査
団 (45口)

?

;後期

才 ;

考

本格調査 (第 1年次)ダム発J竜二

部門を中心として,電力市士Ji,㌔
舟航,農業の概要調査

9 海外技術協力事 弓Darlac湿地帯開発調査 (ボ-

業団 ･リング,土壌,かんがい計画)

6 海外技術協力事 昭和 37年度調査地域 (Darlac
業日1

25 海外技術協力事

6

海
業

湿地帯)上流域,KrongBuk
Krong Packe等 の支流調査

(かんがい計画)

ダム発電部門中心調査 (ボーリ

ング,弾性波 地質測量模型実

験)

列技術協力事 昭和 38年度調査地域 (Krong

Buk)上流部Srepok最上流域

の一部 (かんがい計画)

前期 ;海外技術 協 力 が 電力市場,農業,jJ:)･航,送′;宣,

･後期 ≡
23■

計33

ダム発電 補足,水産等

総括i澗査

には二国間方式 によ るものと,国連 を通 じて行な う多国間方式の もの とがあ る｡

農林水産闇係の技術協力は資金面では外務省の海外技術協力 予算,実施面では海外技術協力

事業団 と協力 して行 な ってい るものが多 く,具体的には侮外技術協力セ ンターの設 臣E∃運 営,専

門家 の海外派遣,海外か らの研修員 ･視察者の受入れ とい う形で行 なわれてい る｡以下 に,東

南 ア ジア諸国に対す る農林水産関係技術協力実施の状況 , な らびにこの シンポジウムのテーマ

であ る水資源利用面での協力状況 について概観 してみよ う｡

1. 乗南 アジア地域 に対す る国別 ･種 目別専門家派遁実績

表-4に示す とお りであって,国別 にはカ ンボ ジア, タイ, ビルマ,東パキスタ ンなどが多 く
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を占めており,また専門別には稲作がもっとも多 く,水産,養蚕などがこれにつづいている｡

2. 国別 ･種目別海外研修者受入れ実績

表-5に示すとおりであって,国別にはタイ,フィリピン,インドネシアが目立ち,種目別で

は短期間の農業行政関係が半数近 くを占めるほか,農業技術 (稲作),水産,畜産が多い｡

3. 農林水産関係海外技術協力センター

センターは日本政府 と相手国政府 との設置協定に基づ くものである｡これには,広義に解釈

した東南 アジア地域においてはカンボジア農業技術センター,カンボジア畜産センター,セイ

ロン漁業訓練センター,インド水産加工訓練センター,インド模範農場 8カ所,東パキスタン

農業訓練センターが含まれる｡

4. かんがい排水開発面での専門家派遣実績

表-6に示すとおりであって,政府ベースの技術協力によるもののみ (後記の経済協力による

ものを除 く)を示 しているが,Mekong河開発関係が主である｡

5. 水資源開発に対する日本政府の賠償などによる経済協力

表-7に賠償または賠償放棄の見返 りとしての無償供与などの一覧を示す0

以上が従来の技術協力の概況であるが,現在までのや り方に対する反省として次の点があげ

られるであろう｡

a 従来,一般的に相手国の要請に対 してあまりに受動的かつ散発的であり,もう少 し計画

的 ･総合的に行なうよう努めるべきであること｡例えば水利開発における技術的な面 と営

農指導との連係が必ず しも考えられていないことがあげられる｡

b 資金協力とかみ合わせて技術協力を行なう必要があること｡DAC や UNCTAD の勧告

もあり,今後わが国としては低開発国に対する資金援助を増大 して行かざるをえないこと

を考えるとなおさらそうである｡

C 今後は直接わが国からの援助ばか りでな く,世銀または第二世銀,1966年発足予定のア

ジア開発銀行などの国際的な金融機関の資金貸付と結びついて技術協力を行なうべきであ

ること｡ (井上嘉丸)
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義一4 東南アジア地域に対する国別,種目別専門家派遣実績

(昭28.4.1-40.3.31)

個 別 技 術 援 助
セ ン タ ー

要 員 弓準 備
調 査 総

国 別

フ ィ リ ピ ン

インドネシア

ベ ト ナ ム

ア

ス

ア

ジ

シ

ボ

オ

ー

ン

レ

カ

ラ

マ

･
･:

･･一.i.上
州
.
恒

晶
....I-.
.巾(

タ イ1(2)

~ _∴ 二.

.･.,.
...

=J=:
仙

‥.1

:.･
小

.-1

仙

1:

･
I

I..:=
=

≠
.
iI
仙

‥〕

_==.･
小

叫

のみ ,

.作轡 産産 業.木甲 抽 牌 幽 業産 業地

l

1!-

l

11

--- 1- -- - -- -- 1- - 32i8F
- r--■

8.5-;5.10

l

3･3:-j紺 6トトーL･2…5 25:十 十 十｢

l 1

14L L L ･_

23

I..I:

0
7

7

3

4

2

3

9

6

1

9

〕

7

3

6

4

6

6

1

1
.

α
.

3

3

8

一

6

注 個別技術での水利開発関係 7名

調査での水利開発 30名

秦-5 東南アジア地域からの国別種目別海外研修者受入れ実績

27 78331

種目国別

農
業
行
政

技

､J 術 琵

ベ ト ナ ム 4 55

カ ン ボ ジ ア 4 81

タ イ 8 1 104

マ レ ー シ ア 17 56

ビ ル マ 8 46

イ ン ドネ シア 36 62

フ ィ リ ピ ン 4 3 104

パキ ス タ ン 13 35

計 206 543

(昭和29.4.1-40.3.31)

畜 蚕 食 農 ! 林 : 水

糸

｢

産

"
2

2

4

2

0

1

2

r:

:

:

3

2

5

.一
3
日
l

4 3

品 地 . 業

1

3 1 4

4

2

2

1

16

一

7

3 19

2

3

6 1 7

34

42

14 1 88

3
2

n
U

4

0
0

2

4

産

"
2

5

1

1

7

3

1

5

7

9

9

6

5

6

6

1

1

0

8

8

0

2

7

1

1

3

2

2
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秦-6 東南アジア地域に対するかんがい排水開発面での専門家派遣実績

(昭33.4･1〔初年度コ)

項 目 項 目

Mek｡ng 河 開 発 調 査 33年雪 1
〝

〝

〝

〟

ビ ル マ か ん が い調 査

〝

6

7

9

3

3

3

3

6

3

3
6

2

7

1

4

派遣年度

年度!
カンボジアかんが い調 査

東南アジアデルタ地域開発
調査

パキスタンかんがい計画調
査指導

アフガニスタンか んがい計
画調査指導

計

38 3

37 . 2

1

36 ; 4

; 37

表イ 東南アジア水資源開発に対する日本政府の賠償等による経済協力の状況

国 名 r種 別

イン ドネシ
ア

計 画

ポ ン プ

マ リキナダム

かんがい用ポンプ

賠 償 】カリブランタス計画

〝 lリアンカナン計画

ブンガワンソロ計画

西部Sumatra電源開発計画

ベ トナ ム l賠 償

タ イ

ダニム発電所計画

〟

フ丁ンランかんがい計画

ラニアかんがい計画

丁 イーゼルエンジン

内 容 ∃金 額 備 考

機 材

調査設計

機 材 電動,渦巻

かんがい,発電,洪水

附属品とも

1

n : 1･65 9

1 ダム2カ所 かんがい
排水,発電,洪水

ダム 1カ所 かんがい

発電,洪水

かんがい,洪水

発電

設計･建設,機械 i 9･948弓

このほか,現地役務の
ための通貨調達分とし
て消費材 2,700百万円

慧査芸計 t 2,7謁 発電所機械

1謁 かんがい用 ｡27台

〝

機械

特 別 円 INam Pung計画

ビ ル マ 用吉 バルーチャン発電所計画

調査設計

工事監督,機械

機械,建設
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